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論文内容の要旨
1 問題の所在と研究目的
所得や資産の格差という経済的不平等、出身背景によって高い学歴や職業的地位を獲得するチャンス
が制限されているという社会的不平等が、近年になって高まっているという議論が数多く見られる。あ
る集団がどのような資源をどれくらい持っており、その他の集団との聞にどのくらいの格差があるの
か、そもそもある集団に属する人々はどのような出身背景を持ち、またはどのような人生を経ているの
か、といった問題は、社会階層・移動研究の中心的テーマである。しかし、近年の不平等化を主張する
議論には、社会階層・移動研究の視点が欠けていると言わざるを得ない。したがって本論では、社会階
層・移動研究の研究枠組みを採用し、現代日本社会がどの程度不平等な社会なのかを、過去の日本社会
との比較から実証的に検討する。
この試みは、産業化論の再検討を意味する。なぜなら、産業化論では、産業化の過程で流動性が高ま
り、資源、の配分原理においては属性より業績が優勢となり、個人間の公平な競争と選択機会によって機
会の平等化が進行すると考えられてきたためである。もし、近年隆盛になっている不平等化論が正しい
のであれば、産業化論の主張は覆されることになる。
本論では、「機会の平等」を「経路依存性」と「時代依存性j の 2 つに分けて考える。人は生まれ落
ちた瞬間から出身階層という社会的地位が付与されている。その後、教育を受け、就職し、職業キャリ
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アを進み、現在の社会的地位へと至るが、そのプロセスには出身階層による影響がある。この出身階層
による影響が、従来から議論されている機会の不平等で、あり、具体的には出身階層によって到達階層へ
の移動機会に格差があること、出身階層によって高等教育に進学する機会に格差があることなどを示し
ている。これが本論での「経路依存性」に相当し、原因と結果の両時点は世代を超えていることが必要
条件である。もう一方の「時代依存性」とは、ある一世代内部でも機会の不平等が存在すると考えるも
のである。人々は地位達成過程において、その時々の社会構造や社会環境の影響を受ける。具体的には、
大学の定員や有効求人倍率の変化などのように、地位達成過程において次の段階へと移行するための選
抜における成功割合は、常に揺れ動いている。職業生活でも同様に、転職パターンが同じであっても転
職する時期によって得られる収入が変わったり、いつ現在の職場から退職するのかといった問題は、そ
の後の職業キャリアを直接的に左右する。このような本人に帰属させることのできない不平等は、出身
階層による影響でなくても機会の不平等として考えるべきである。なぜなら、社会は個人の集合によっ
て成り立っているが、社会は必ずしも個人の思惑通りには動かないし、意図せざる結果が得られること
も多くあるためである。このように本論は、機会の不平等の概念を拡張することによって、社会階層・
移動研究の枠組みから社会的不平等を考察することに対して、新たな視点を提供する。
「機会の不平等」を「経路依存性」と「時代依存性」に区別した上で、「産業化→流動化→機会の平等
化」という産業化論の図式に対する疑問として、次の 2 点を挙げることができる。第 1 の疑問は、産業
化によって流動化が促進されていたとしても、それは特定の階層や集団に限られるのではないかという
ものである。もしそうであるなら、機会の平等の実現は難しい。なぜなら、機会の平等の実現とは、す
べての階層出身者が等しく社会的地位の獲得機会を享受することを意味するからであり、特定の階層の
みが流動化すると、機会の不平等化さえ生じる可能性があるためである。第 2 の疑問は、本当に流動化
が機会の平等化を促進するのかというものである。流動化の進行は経路依存性を弱めることに貢献する
と考えられる。ただし、時代依存性に関しては、流動化の進行に左右されない結果がもたらされるだろ
う。以上のように、「産業化→流動化→機会の平等化」という図式は、必ずしも当てはまっていない可
能性がある。この仮説を検証し、現代社会の不平等問題を理解するのが本論の第 1 の目的である。
本論の第 2 の目的は、現代社会では広く認識されている不平等化論に対する挑戦である。不平等化を
指摘する研究のうちには、必ずしも十分な実証分析に基づかないものがある。これに対して本論では、
信頼性の高いデータの精綴な分析によって、不平等化論の主張が支持できるかを検討する。
2 データと方法
本論では、大規模社会調査データに基づく実証分析を行う。データは、 1955年以来10年おきに実施さ
れている社会階層と社会移動 (SSM) 調査の第3-6回調査である。この調査の目的は、日本社会におけ
る社会階層と社会移動の構造と趨勢を把握することであり、学歴、従業上の地位、仕事の内容、従業先
の規模、従業先の事業内容、役職、個人収入、世帯収入、財産保有状況、初職から現職までの職業経歴、
親の学歴や職業、階層帰属意識、政党支持意識に関する質問項目が、第 1 回からほぼ共通して設けられ
ている。さらに、本論では各年の「賃金構造基本統計調査」も用いている。なお、すべての分析は男性
を対象としている。
本論では、高度経済成長期以降の日本社会における不平等を研究対象とするが、それ以前の日本社会
の不平等や流動性についても確認しておく必要がある。所得不平等度については、南 (1996) 、矢沢
(2004) が、戦前は戦後復興期やそれ以降と比較しでもかなり高い水準にあったことを示している。
SSM 調査を用いた原 (2002) でも、世帯収入のジニ係数の推移は 1955 年から 10 年ごと
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に、 .395→ .385→ .293→ .301→.312 となっており、高度経済成長に伴う平等化が見て取れる。さらに、
親子間の職業階層の結びつきから社会の開放性を議論する世代間移動の研究でも、石田・三輪 (2009)
が、相対移動に関しては1955年から2005年にかけて階層固定化の事実は認められないと主張している。
つまり、戦前の社会体制や制度の崩壊と、戦後の経済成長は、明らかに日本社会を平等化の方向へと進
めてきたのである。本論は、これらの知見を前提とした議論を行う。
3 分析
本論では、大きく分けて 3 つの問題に取り組んだ。はじめに、日本社会の社会階層構造に着目し、そ
の構造がどのように変化し、現代社会が過去の時点と比べてどの程度不平等な社会なのかを考察した
(第 2 章)。その際、従来から用いられてきた職業階層、学歴階層、所得階層などの単一の社会的資源に
よって分類された社会階層による考察ではなく、それらを組み合わせた複合的な社会的地位を示す社会
階層分類を用いて、日本社会の不平等構造を読み解く。なぜなら、日本社会では、複数の社会的地位の
結びつきによってリアリティのある社会階層構造が見出されるためである。実際に、多元的階層分類は、
階層帰属意識という主観的階層と強い関連を持っている。
多元的階層分類の作成方法は、まず、統計的方法を用いて、学歴については高校卒業以下か否か、職
業については専門・管理・事務職か否か、所得については個人所得が250万円未満か否かという基準を
設定し、その基準によって分類される 8 階層を定義した。その後、個人所得が250万円未満で共通する
少数グループを一括して社会的下層としてのグループ E へまとめた。残りの階層は、高専・短大以上
の学歴を持ち、専門・管理・事務職のいずれかで、個人所得が250万円以上の社会的上層としてのグルー
プ A、高専・短大以上の学歴を持ち、販売、ブルーカラー、農業のいずれかで、個人所得が250万円以
上のグループ B、高校卒業以下で、専門・管理・事務職のいずれかで、個人所得が250万円以上のグルー
プ C、高校卒業以下で、販売、ブルーカラー、農業のいずれかで、個人所得が250万円以上のグループ
D である。
この多元的階層分類を用いて2005年時点の社会階層構造を確認すると、上層としてのグループ A が
22.3%、多様な中間層としてのグループ B ・ C'D がそれぞれ6.8%、 14.7% 、 38.8%、下層としてのグルー
プ E が17.4%となっていた。つまり、不平等化がこれほど指摘されるなかでも、約 6 割もの中間層が存
在していることになる。さらに、この多元的階層分類による社会階層構造の変動に着目すると、 1975年
から 2005年までの 4 時点では、マクロな社会状況の変化に伴う微細な階層分布の変化が確認されるもの
の、常時 6 割を超える中間層と、それぞれ1-2割の上層と下層が存在していることが明らかになった。
したがって、現代日本の社会階層構造は、平等と称されてきた安定成長期やその後の時代と大きく変わ
らず、近年における格差の拡大や不平等化の事実は確認されないと言える。
不平等化の傾向は確認されないというここでの主張と、不平等化に対する人々の認識とのギャップ
は、各階層の平均個人所得の変化が的確に表現している。 1995年から 2005年にかけて、グループ E を
除いたすべての階層で平均所得の低下が見られた。つまり、階層間格差の拡大ではなく、すべての階層
の下降現象が起こっていたのである。人々は、時代変化によって所得が低下するというマクロな現象を、
自身の下降移動と感じ、不平等化論を支持するものと考えられる。さらに、多くの研究によって指摘さ
れている高度経済成長期以降のジニ係数の上昇と、平均個人所得の階層間格差の縮小という 2 つの現象
の関係については、次のようなジニ係数の性質に注目した説明が考えられる。全体のジニ係数は、部分
集団内ジニ係数と部分集団間ジニ係数に分解できることが知られており、所得の分散と各部分集団の規
模が一定で、各部分集団の平均所得が同じ分だけ低下すると、全体のジニ係数は上昇するという性質が
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ある。多元的階層分類の階層分布は時点によって変化し、各階層の所得の分散も時点によって異なるた
め、断定することはできないが、グループ E を除いて平均個人所得の低下が確認されていることから、
このようなメカニズムが働いている可能性が示唆される。
次に、世代内移動に焦点を当て、そこで確認される不平等の動向に着目した(第 3 章)。この背景には、
流動化に関する相反する 2 つの見解がある。それは、流動化をポジテイブに捉える見方と、ネガテイブ
に捉える見方である。前者は流動化を上昇移動機会の高まりと解釈するのに対して、後者は下降移動機
会の高まりと解釈する。このどちらのイメージが現実に近いのか、または階層間で異なるイメージが想
定されているのか。そこで、特定の人々にだけ上昇移動のチャンスが増大したり、特定の人々にだけ下
層へ転落する可能性が高まるといった、移動の帰結における不平等が存在するのかを確認した。具体的
には、転職後の収入の変化に着目し、その階層間格差と時代変化を考察するという方法をとった。
ただし、不平等の動態を確認する前に、日本社会はどのように流動化してきたのかを確認する必要が
ある。そこで、転職行動の量的変化に着目したところ、近年になるほど転職行動が増加しており、特に、
安定成長期からバブル景気にかけて流動性が高まっていることを確認した。ただし、労働市場全体で流
動性が一様に高まってきたわけではないことも明らかになった。若年層、低学歴層、ブルーカラー層、
小規模従業先従業者がそれ以外の人々よりも流動的であり、さらにこのような傾向には微小な時代変化
は確認できるものの、基本的特徴に変化はなかった。つまり、社会階層間で流動性に差異が見られたの
である。
社会階層間で流動性に差異が見られるなら、流動化がもたらす結果にも階層差がありそうである。そ
れが第 3 章で取り上げる社会的不平等である。この不平等を記述統計と多変量解析によって考察した結
果、小規模従業先従業者やブルーカラー層、また時代によっては低学歴層が、収入の低下を伴う転職を
経験する傾向が強いことが明らかになった。しかし、このような傾向は、時代とともに徐々に縮小して
いき、さらには階層間格差よりも時代による違いの方が大きいことが明らかになった。時代の効果は、
新しい時代ほどネガテイブな転職が起こりやすいことを示していた。つまり、流動化の実態は、ほとん
どすべての人々に同様の結果をもたらしているのであり、世代内移動に見る階層間格差の拡大は確認さ
れなかった。移動が増加したことによる下降移動の絶対的な増加と、不況による相対的な下降移動の増
加によって、職業生活における不安や不満が高まり、さらには不平等化論が支持されている。これは、
第 2 章と同じ構図が、世代内移動にも当てはまることを示している。
最後に、ワーキングプアと呼ばれる、就業しながらも経済的に低地位に位置する人々に焦点を当てた
(第 4 章)。このような社会的下層に焦点を当てる理由は、第 2 章のように階層間の相対的な格差を問題
にするばかりでは、事態の深刻性を把握できないためである。なお、第 4 章でワーキングプアと呼ばれ
る人々は、第 2 章におけるグループ E にほぼ相当する。分析ではまず、ワーキングプアが社会のどれ
くらいの割合を占めるのか、どのくらい深刻な貧困状態にあるのかを考察した。その後、ワーキングプ
アに陥るメカニズムとその変化を考察した。この問題関心の背景には、就業に関する諸問題があげられ、
グローバリゼーションや新自由主義の下での規制緩和の影響が予想される。
ワーキングプアの量的変化について、 2000年代に増加したという言説があるが、ワーキングプアを月
収20万円未満の労働者と定義した場合、そのような事実は確認されなかった。ただし、基準を月収10万
円未満に引き下げた場合は、 1990年以降の増加が確認できる。しかし、労働者全体のうち、約0.1 %か
ら約0.2% に上昇したに過ぎず、依然として労働市場全体に占めるシェアは極めて小さい。
さらに、ワーキングプア層の質的特徴に着目すると、低学歴、ブルーカラーを中心とした低地位職、
非正規雇用および自営業、零細企業といった属性がワーキングプアと深く結びついていることは確認さ
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れたが、それ以外の居住形態や財産保有状況、階層意識、日常生活の様子を見ても、貧困層らしい特徴
は確認されなかった。おそらく、他の家族構成員や親族らの援助を受けて生活していることが予想され
るが、その実態は一部の貧困研究が指摘するような、「常に生命の危機に瀕している」とか、「働いても
報われない」といったイメージとはかけ離れていた。
では、どのような経路でワーキングプアへ移動していくのか。出身階層によって移動機会に差がある
なら機会の不平等である。しかし、多変量解析の結果、そのような不平等は確認されなかった。低学歴
者や職業的低地位層はワーキングプアに陥りやすいことが示されたが、それは当然のことである。ただ
し、ここで強い時代依存性を確認することができ、現在では就業継続期間が短いほどワーキングプアに
陥りやすいということが明らかになった。第 3 章では、世代内移動に見る流動化と全階層における下降
移動の増加を確認したが、この流動化によってもたらされた下降移動を経験し、所得における一定規準
を下回った典型的な姿がワーキングプアの実態と考えられる。
4 結論と課題
本論の実証部分で見られた知見を一言で表現するなら、それは不平等化の事実ではなく、高度に流動
化した成熟社会における相対的剥奪感の高まりである。第 2 章と第 3 章では、不平等化の事実は確認さ
れなかったが、全階層における平均所得や社会的上昇移動量の低下が確認されている。そして、相対的
な社会階層間の不平等度に着目すると、平均所得の階層間格差は2005年よりも 1985年、 1995年の方が大
きく、転職結果の階層間格差も過去の時代の方が大きかったことが示されている。したがって、総合的
に判断すると、高度経済成長期以降の時代には、日本社会の不平等構造はほとんど変化がないか、また
は若干の平等化が起こっていたと捉えることも可能で、ある。
では、絶対的下層の存在についてはどうか。下層の割合が増加していたり、低地位者がさらに低地位
に落ち込んでいく傾向が認められたりすれば、社会階層間の相対的な格差だけを問題にするだけでは不
十分で、、深刻な社会問題を見落としてしまう可能性がある。これをワーキングプアの問題に置き換えた
場合、やはり高度経済成長以前の方が、現在よりもはるかに貧困である人々の割合は高かった。高度経
済成長に終止符が打たれ、安定成長期以降になるとその割合も安定し、近年のワーキングプア率の上昇
は歴史的に見れば極めて微細なものに過ぎないことがわかる。
さて、ここで冒頭に述べた産業化論の再検討について解答しておく必要がある。「産業化→流動化→
平等化」という産業化論の図式は、ある部分では正しい。それは、「産業化→流動化」というプロセス
である。第 3 章で見たように、戦後に限れば、明らかに流動性は高まってきた。ただし、本論では機会
の不平等を経路依存性と時代依存性に区別した。したがって、「産業化→流動化→平等化」の図式にお
ける「平等化」にもこれらの 2 つの概念が共存しており、「流動化→経路依存性の低下」と「流動化→
時代依存性の低下J に区別して考えることができる。このうち、前者については、部分的ではあるが支
持できる。第 2 章で見たように、流動化のプロセスと同時に、階層間格差はわずかな縮小傾向か、不変
の状態にあった。さらに第 3 章や第 4 章でも、経路依存性の強化は確認されなかったためである。問題
は、「流動化→時代依存性の低下」についてである。これは、多くの部分で当てはまっていなかった。
特に、第 3 章や第 4 章においてその傾向が強く確認され、経路依存性の低下または安定と、時代依存性
の上昇が同時に起こっていくプロセスが明らかになっている。このように、「流動化→平等化」が実現
したかどうかは疑わしい。ただし、時代依存性は、人々にとってどうすることもできない現象であり、
その意味では、成熟社会における一種の宿命として考えざるを得ない。いずれにしても、本論において
最も重要なのは、経路依存性が急激に高まっているという、不平等化論の主張が支持されないというこ
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とである。
以上の考察から、本論には大きく分けて 2 つの意義がある。第 l は、既存の社会階層・移動研究への
貢献であり、第 2 は、不平等化論に対する実証的な反論である。
近年の格差の拡大、不平等化を指摘する議論が関心を集めるなかで、既存の社会階層・移動研究は、
その枠組みから非正規雇用やワーキングプアなどの近年に社会問題化している対象を説明することに対
して、積極的とは言えない対応をとってきた。それは、既存の方法による古典的な不平等を測定するこ
とに焦点が置かれてきたためである。しかし本論では、さまざまな側面から不平等の新たな捉え方を提
示し、その実証を行ったことで、社会階層・移動研究に新たな理論的・方法論的立場を提供した。具体
的には、第 2 章では、従来からの社会階層の捉え方に社会階層の多次元性という視点を取り入れること
によって、よりリアリテイのある階層構造を描き出し、その結果、階層間格差は大きく変化していない
ことを明らかにした。第 3 章では、人々の世代内移動に焦点を置き、世代内にも機会の不平等が存在す
ることを理論的に示した上で、世代内における時代依存性と経路依存性を同時に取り入れた分析モデル
の提示と、その実証を行った。第 4 章では、これまでの社会階層・移動研究でほとんど扱われなかった
貧困問題に焦点を当てた。これは、貧困研究にも新たな知見を提供するものでもあり、特にワーキング
プア層への移動メカニズムの考察は、 SSM 調査データのような個人の詳細な履歴が収録されているミ
クロデータを使用することで初めて可能となった。いずれの章の分析でも、データの制約や分析の限界
があるものの、それらを差しヲ|いても本論の意義は大きい。
このように、本論は社会階層・移動研究のさらなる発展に貢献することができると考えられる。また、
格差や不平等が人々の関心を集め始めて約10年が経過した。ただし、 1990年代後半から格差の拡大や不
平等化が進行しているかを詳細に検討するには、おそらく 2015年に実施されるはずの次回の SSM 調査
の結果を待って判断するのが妥当だろう。その際には本論の研究アプローチが再度役立つことが期待さ
れる。
本論のもうひとつの意義として、不平等化論に対する実証分析に基づいた反論がある。格差の拡大と
固定化を主張する議論の多くは、実証部分に問題を抱えている場合が多い。なぜなら、「不平等化」、「固
定化」といったある種の単純明快な主張には、綿密な実証分析よりも、それに即したピンポイントな
データが必要とされるからである。しかし、本論の目的は、社会階層・移動研究の従来からの枠組みに
よって、現代社会の不平等を考察することであったから、現代社会における不平等の複雑な状況を積み
重ね、それを総合的に判断することに努めた。その結果、なかには不平等化論が提示する結果と類似す
るものもあったが、多くの分析において不平等化の傾向は確認されなかった。
本論における以上の議論を振り返ると、不平等化論は、ごく単純なロジックから成り立っていること
がわかる。それは競争原理の浸透によって格差が拡大するという論理である。第 3 章において流動性の
高まりを確認したように、日本社会は確かに競争的な社会へと変化している。ただし、その結末は第 2
章における平均個人所得の階層間格差の縮小や、第 3 章における世代内移動の帰結の全階層的下方シフ
トといったように、必ずしも格差の拡大を意味しない。競争原理のもとで、どのような場合において格
差が拡大したり、縮小したりするかは本論では触れなかったが、少なくとも、競争の激化が直接的に格
差の拡大をもたらすわけではないことは事実である。
今後の課題は以下の 2 点である。第 1 は、女性や高齢者をも研究対象に含めることであり、第 2 は、
不平等の比較対象を他の社会へ求めることである。
本論では、データの制約の問題と、対象を男性のみに限定することで不平等の実態を考察しやすくす
るという意図から、男性のみを分析対象とした。しかし、現代日本社会において、女性の不平等問題を
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考察することは大変重要である。女性の高学歴化、職業キャリアの変化は、男性のそれと比較されるの
はもちろんのこと、女性内部での新たな不平等を生みだしている。本論の分析枠組みは、男性就業者を
前提に組み立てられたものであったから、女性の不平等を考慮する際には、分析において、単にジェン
ダーを変数でコントロールするという方法ではなく、女性特有の分析モデルを提示する必要がある。そ
のため、本論の分析枠組みをそのまま女性に当てはめることは不可能だが、改良を施してジェンダーの
問題に取り組むことが必要である。
高齢者については、今後ますます研究の必要性が問われてくる。社会階層・移動研究では、現時点で
の経済的不平等に限らず、これまでの学歴や職業キャリアというライフコースが現時点での社会的地位
に与える影響を考察してきた。高齢者においてさまざまな不平等が確認され、その最大の要因が職業生
活における現役時代の状況に求められるのは確実だが、その詳細な実証的検討は現在のところ、平岡編
(2001) を例外として極めて少ない。各回の SSM 調査でも 70歳以上は対象とはなっておらず、ミクロ
データの蓄積が望まれる。
本論では、現代日本社会の不平等を、過去の日本社会と比較することを通して評価した。しかし、他
の有力な方法として国際比較がある。 2005年 SSM 調査は、韓国、台湾においても実施されており、比
較分析によって東アジア社会における共通点、相違点を考察することができる。その他にも社会階層と
社会移動に関する調査データは数多く、他の社会との比較によって日本社会の不平等構造を新たな見地
から評価できる可能性は十分に残されている。
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論文審査結果の要旨
本論文の目的は、社会階層・移動研究の枠組から、過去の日本社会を比較対象とした実証分析によっ
て、日本社会の不平等の度合いを検証し、人々の関心を集めている格差・不平等に関する議論の妥当性
を検討することである。従来の研究が現代日本を対象とした短期的な視野からのものであるのに対し、
本論文は戦後から現在にわたる長期的視野から現代日本の不平等を歴史的に位置づけている。
第 1 章では、従来の格差・不平等に関する議論が社会階層・社会移動の視点を欠いていることを指摘
するとともに、産業化が平等化を促進するという産業化論の再検討を行い、現代日本の不平等の程度を
過去の日本社会との比較から実証的に捉えることが本論文の主要目的であることを示した。
第 2 章では、多元的階層分類と呼ばれる、複数の社会的地位によって定義された階層分類を考案し、
それをもとに現代日本の社会階層構造とその変化について考察した。その結果として、 1975 年から
2005 年まで常時 6 割を超える中間層と、それぞれ1-2 割の上層と下層が存在していること、したがっ
て近年における格差の拡大や不平等化の事実は確認されないことが明らかになった。
-401-
第 3 章では転職を分析対象とした。分析の結果、安定成長期からバブル景気にかけて転職行動が増加
しており、流動性が高まっていることを確認した。ただし、労働市場全体で流動性が一様に高まってき
たわけで、はないことも明らかになった。若年層、低学歴層、ブルーカラー層、小規模企業従業者がそれ
以外の人々よりも流動的である。しかしこの基本的特徴に時代的な変化はなかった。また、これらの階
層は、収入の低下を伴った転職を経験する傾向が強いことも明らかになったが、このような傾向は、時
代とともに徐々に縮小している。
第 4 章では、ワーキングプアの問題を取り上げている。詳細なデータ分析によって、ワーキングプア
の比率は必ずしも増加していないこと、ワーキングプアとそうでない人々の間で大きな階層的違いが見
られないこと、ワーキングプアに移動する過程において出身階層の影響が見られないこと、という興味
深い知見が得られた。
第 5 章では、第 4 章までで得られた知見を整理するとともに、特定の階層ではなく、階層全体が収入
などで低下傾向にあるため、人々は過去の自分との比較から格差感を抱くようになったという、相対的
剥奪感仮説を提示した。
従来の格差・不平等に関する議論が実証的分析の不備やデータの質の問題を有していたのに対し、本
論文は長期的視野に基づいた厳密なデータ分析を行うことで、上記の興味深い知見を得た。よって、本
論文の提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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